
は じ め に

予防接種は，個人の感染予防に加え，集団の

抗体保有率を上げることによる流行防止と，最

終的には当該感染症の死亡率低下に大きく寄与

してきた。わが国の予防接種事業は，予防接種

法に基づく定期予防接種として，ジフテリア，

百日せき，破傷風，急性灰白髄炎（ポリオ），麻

疹，風疹，日本脳炎および65歳以上または60～65

歳未満のハイリスク者におけるインフルエンザ

について行われており，結核予防法に基づいて

BCGワクチン接種が行われている。

予防接種事業の評価には，対象疾患の流行防

止効果はもちろんであるが，接種対象集団の接

投稿
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接種率を用いた小児予防接種事業の評価
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目的 わが国の小児予防接種事業は，感染症の好発年齢などを考慮して標準的な接種年齢が設定さ

れている。予防接種事業の評価に際し，標準的な接種年齢終了時点での接種率を用いる有用性

を明らかにする。

対象と方法 新潟県Ｍ地区７町村における平成12年生まれの児のうち，転入・転出者を除外した838

名を対象とした。複数回接種が必要なポリオワクチン（ポリオ）と三種混合ワクチン（三混）

の接種率を，マイクロソフトエクセルのワークシートで作成した接種率計算プログラムにより

計算し，町村ごとの予防接種の実施方法と対比することにより予防接種事業を検討した。その

際，ポリオは満18月，三混は満12月における接種率を用いた。

結果 ポリオ２回目の接種率は65.9～89.2％と町村間に大きなばらつきがみられた。80％を超えた

のは３町村のみであり，さらなる接種活動の促進が望まれた。三混３回目の接種率でも9.3～75.0

％と低く，しかも大きなばらつきがあった。9.3％と特に低かったＤ町では集団接種の初回が満

９～13月と実施月齢に問題があった。またＤ町を除いた集団接種と個別接種の町村間で３回目

の接種率は，集団接種町村において高く，しかも年間の実施回数が多いほど高い傾向であった。

ポリオ，三混の初回接種月齢は，標準的な接種年齢での接種完了者（ポリオ：6.0±2.2月，三

混：6.2±1.9月）が非完了者（ポリオ：11.1±5.8月，三混：11.1±3.4月）に比べて有意に低

かった（p＜0.001）。

結論 標準的な接種年齢終了時点でのポリオ，三混両者の接種率は低値であり，初回の接種を早く

行うように保護者と接種担当者への啓発活動を行う重要性が示唆された。また，接種率による

各町村での予防接種事業の評価の普及が強く望まれた。

キーワード 予防接種，接種率，予防接種台帳，ポリオワクチン，三種混合ワクチン
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種率測定が重要となる。これまでの各市町村に

おける接種率は，年度ごとの接種実施者数と接

種対象者数の比で計算されるが，接種対象者の

算定方法が自治体によって異なるなどの問題点

が指摘されている 。さらには，小児の予防接

種は好発年齢に達するまでに接種を完了するこ

とが流行予防に重要であることから，標準的な

接種年齢を特に定めている。しかし，救済制度

の関係から予防接種の実施期間は生後３～90月

未満と幅広いことが影響し，好発年齢を過ぎて

接種を受ける児が多い可能性もある。このよう

な予防接種を取り巻く環境は，流行予防に効果

的な接種年齢に接種が確実に行われているか十

分に評価できないことを意味する。

この状況を踏まえ，最近，特に麻疹を中心と

して，標準的な接種年齢期間内に接種を完了す

ることの重要性が指摘され，その接種率の計算

事例が報告されている 。しかし，麻疹以外の

ワクチンについての検討は不十分なままである。

特に限られた期間内に複数回の接種を要する三

種混合（ジフテリア，百日せき，破傷風）ワク

チンおよびポリオワクチンでは，標準的な接種

年齢期間内に十分な接種率が得られているかに

は疑問が残る。

市町村では予防接種実施要領に基づき予防接

種台帳が作成され，多くは電算化されつつある。

筆者らは，この情報を用いて接種率を計算する

汎用性の高いプログラムを作成した 。本研究で

は，このプログラムを用い，複数回接種を要す

る三種混合およびポリオワクチンの接種率を算

定して，地域の小児の予防接種事業の評価を試

みた。

対象と方法

新潟県Ｍ地区７町村における平成15年３月31

日現在の在住者で，誕生日が平成12年１月１日

から同年12月31日までの小児のうち，転入・転

出者を除く838名を対象とした。マイクロソフト

エクセルのワークシートで接種率の計算プログ

図１ 接種率計算プログラム入力例
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ラムを作成し ，標準的な接

種年齢が満３～18月のポリ

オワクチン（ポリオ）と満

３～12月の三種混合ワクチ

ン（三混）について，予防

接種台帳をもとに生年月日

と平成15年３月31日までの

各種予防接種日を入力した

（図１）。満24月までの各満

月齢前日までに予防接種が

実施された児の割合を各満

月齢時点の接種率として計

算した（図２）。

小児の予防接種事業の評

価には，標準的な接種年齢

が終了した月齢として，ポ

リオは満18月，三混は満12

月時点の接種率を用いた。

その際，各町村における個

別・集団接種，集団接種の

年間実施回数との比較も併

せて行った。また，標準的

な接種年齢での接種完了有無別に

よるポリオおよび三混の初回接種

月齢の比較を，接種完了有無と町

村の２要因による二元配置分散分

析により町村差を補正して行った。

結 果

ポリオは生後３～18月の間に２

回の接種が望ましいとされている。

満18月時点の１回目の接種率は７

町村で90.6～98.5％と高率であっ

た。２回目の接種率は全町村で１回目を下回り

90％以下であったが，年間の実施回数が３回以

上のＡ村（89.2％），Ｂ町（74.1％），Ｄ町（88.0

％），Ｅ町（83.2％）では高い傾向がみられた。

三混は生後３～12月の間に３回の接種が望ま

しいとされている。満12月時点の１回目の接種

率は45.1～98.2％と，町村間で大きなばらつき

がみられた。２回目は34.1～87.5％，３回目は

9.3～75.0％と接種回数が進むに従って接種率は

低下し，Ｄ町のように１割にも満たない町もみ

られた。Ｄ町を除いて集団接種と個別接種の間

で比較すると，３回目の接種率は集団接種の町

村で高く，しかも年間の実施回数が多い方が高

い傾向であった（表１）。

町村差を補正した二元配置分散分析の結果，

ポリオの満18月，三混の満12月までの最終回接

表１ 市町村別の予防接種方法と接種率

対象

者数

ポリオワクチン

接種率(％)
接種法 回数

第１回第２回

三種混合ワクチン

接種率(％)
接種法 回数

第１回第２回第３回

Ａ村 65 集団 3 98.5 89.2 集団 6 96.9 86.2 61.5
Ｂ町 112 集団 5 97.3 74.1 集団 8 98.2 87.5 75.0
Ｃ町 82 集団 2 93.9 65.9 集団 4 45.1 34.1 28.0
Ｄ町 258 集団 4 97.0 88.0 集団 12 58.5 35.3 9.3
Ｅ町 238 集団 4 92.4 83.2 個別 86.1 77.7 67.2
Ｆ村 30 集団 2 93.3 73.3 個別 70.0 63.3 40.0
Ｇ村 53 集団 2 90.6 66.0 個別 71.7 52.8 37.7

注 1) 年間集団接種事業実施回数
2) 満18月時点の接種率（標準的な接種年齢：３～18月）
3) 満12月時点の接種率（標準的な接種年齢：３～12月）

図２ 予防接種率計算結果の出力例

ラフの は が 了 る て ，この リ は 18 ，
三混は満12月）時点の接種率を今回の検討に用いた。
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種完了有無別の初回の接種月齢は，接種完了者

（ポリオ：6.0±2.2月，三混：6.2±1.9月）が

非完了者（ポリオ：11.1±5.8月，三混：11.1±

3.4月）に比べて有意に低かった（p＜0.001）（表

２）。

考 察

本研究で計算された月齢ごとの接種率をもと

に標準接種年齢終了時点における接種率を評価

したことで，従来把握できなかった，ないしは

注目されてこなかった市町村ごとの予防接種事

業の問題点，改善点が明らかになった。このこ

とより，標準接種年齢終了時点における接種率

を基本とした予防接種事業の評価の重要性が示

唆された。

ポリオは集団接種で２回投与することが定め

られている 。満18月時点の１回目の接種率は高

率であったが，重要な２回目の接種率が80％を

超えたのは３町村のみであり，さらなる接種活

動の促進が望まれた。わが国では全国的に春と

秋の二期に集団接種が行われるが，これはポリ

オ生ワクチンを接種後，糞便中に１か月もウイ

ルスが排出されることから，その間に変異して

強毒化することによる二次感染を極力減少させ

るためである。今回，年間の実施回数が多い町

村で接種率が高い傾向が認められたが，これら

の町村では上記の理由が十分に理解されず，単

純に接種率向上のために春と秋の時期も考慮せ

ずに実施回数が増やされていた。この事実は今

回の調査結果を分析する上で初めて明らかにな

ったことであるが，市町村の事業担当者が，本

ワクチン接種における留意点を十分に理解して

いなかったことが原因である。さらには，この

ワクチンは－20℃以下での凍結保存が必要であ

り，溶解後の使用は通常の家庭用冷蔵庫で１週

間以内，０～４℃に保てる冷蔵庫では１か月と

されている。しかし，今回の接種率調査をきっ

かけとして予期していなかった春と秋以外の接

種が判明し，その際のワクチンの発注法，ない

し市町村での保管に問題があることも明らかに

なった。これらのことが，単に本研究地域のみ

に限定的なのか今後の検討が必要であり，市町

村の事業担当者への予防接種事業全般の啓発の

必要性も示唆された。

一方，三混は満12月までに３回接種すること

が望ましいとされている 。満12月時点の１回目

の接種率は45.1～98.2％，２回目は34.1～87.5

％，３回目は9.3～75.0％と町村間で大きなばら

つきがあるが，接種回数が進むに従って接種率

は低下した。Ｄ町を除けば集団接種と個別接種

の間では，３回目の接種率は集団接種の方が高

く，年間の実施回数が多い方が高い傾向であっ

た。しかし，いずれにしても80％を超えた市町

村は１つもなく，接種事業が不十分であること

が明らかになった。

予防接種はポリオを除き個別接種が原則とさ

れているが ，新潟県では自治体の財政上の理由

や個別接種に協力する医療機関が少ないなどの

理由で個別接種への移行が難しく，集団接種を

主として実施している町村がある。この状況よ

り，接種機会を増やすためには集団接種の実施

回数を増やすことも１つの解決法ではある。予

防接種実施要領で示されているように 個別接種

を強く推し進めるには，小さな町村では接種担

当医師の確保が特に困難な現状がある。新潟県

医師会ではこの状況を解決すべく，他の市町村

の医療機関で個別接種が受けられる広域的予防

接種制度を設けており ，この制度を積極的に利

用することも１つの解決法であり，県全体では

個別接種に移行中である。

三混では接種回数の多いことが保護者の接種

意欲を妨げている可能性もあるが，適切な時期

に予防接種を行う必要性と意義が保護者側，さ

らには行政（市町村）側に十分に理解されてい

表２ 標準的な接種年齢内での最終回接種完了有無別にみた

初回接種月齢の比較

完了者 非完了者
p

n  m(SD) n  m(SD)

ポリオ 688 6.0(2.2) 149 11.1(5.8) p＜0.001
DPT 369 6.2(1.9) 456 11.1(3.4) p＜0.001

注 n：分析対象者数（初回接種月齢不明者を除く）
m(SD)：初回の平均接種月齢（標準偏差）
＊二元配置分散分析により町村差を補正した有意確率
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ないことが考えられる。特にＤ町では３回目の

接種率が１割にも満たなかった。この原因とし

て，３回の接種月齢を満９～13月，満10～14月，

満11～15月に設定しており，満12月までに接種

が完了できないような接種年齢設定をしていた

ことが明らかになった。このことからも，標準

接種年齢が終了する満12月までの接種が重要で

あることの一層の啓発に努める必要がある。

ポリオ，三混ともに，標準的な接種年齢の期

間内に最終回の接種を完了した者では非完了者

と比較して有意に初回の接種月齢が低かった。

このことから，複数回の接種が必要なワクチン

では，該当年齢に達したら早期に初回の接種を

受けるよう勧めることが，標準的な接種年齢終

了時点での接種率の向上に寄与する可能性が示

唆されたことは意義がある。

本研究において，予防接種情報は予防接種台

帳から入手し，マイクロソフトエクセルを用い

て接種率計算プログラムを作成した。予防接種

台帳は電算化されている町村が多いことから，

今後はこれと一体化させ自動的に接種率が計算

される電算化予防接種台帳システムの開発が望

まれる。なお，今回用いたプログラムは小児の

予防接種対象ワクチン全般にも利用可能であり，

今後，本プログラムの活用による予防接種事業

の評価に基づいた事業全般の見直しが望まれる。

なお，このプログラムは新潟大学医学部公衆衛

生学教室ホームページからダウンロードでき

る 。

結 語

予防接種台帳の情報を利用した汎用性の高い

予防接種率計算プログラムにより，複数回の接

種を行うポリオ，三混の接種率を検討し，標準

的な接種年齢終了時点の接種率は両者ともに低

いことが明らかになった。特に三混ワクチンで

は不適正な接種年齢設定により接種率の非常に

低い町村が見つかるなど，接種率を事業評価に

用いることの有用性が明らかになった。今後，

他の市町村に同様なシステムの導入を図り，効

果的な予防接種事業による感染症の流行防止に

つながることが望まれる。
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